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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、アルミナ水和物およびバインダーを含有するインク受容層とを有する記録媒
体であって、
　該インク受容層の表面はカチオン性ポリウレタンを含有する複数の皮膜で形成された部
分皮膜で被覆されており、
　該複数の皮膜の平均長径は０．０３μｍ以上１．００μｍ未満であり、
　該部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率は１０％以上７０％未満であり、
　該カチオン性ポリウレタン中のカチオン性基の含有量が０．１ｍｍｏｌ／ｇ以上３．０
ｍｍｏｌ／ｇ以下である、ことを特徴とする記録媒体。
【請求項２】
　前記カチオン性ポリウレタンの質量平均分子量が１，０００以上２００，０００以下で
ある請求項１に記載の記録媒体。
【請求項３】
　前記部分皮膜が前記カチオン性ポリウレタンの水分散物を前記インク受容層に塗工する
ことで得られる請求項１または２に記載の記録媒体。
【請求項４】
　前記カチオン性ポリウレタンの水分散物中の前記カチオン性ポリウレタンの平均粒子径
が０．０１μｍ以上０．１０μｍ以下である請求項３に記載の記録媒体。
【請求項５】
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　前記カチオン性ポリウレタンの水分散物の、前記インク受容層の表面に対する塗工量が
０．０１ｇ／ｍ２以上０．１０ｇ／ｍ２以下である請求項３又は４に記載の記録媒体。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録媒体などの記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録媒体には、高い発色性や表面光沢、優れた外観及び優れた保存性が
希求されている。更には、最近のプリンター自体の性能向上によりプリント速度が高速化
するに従い、記録媒体の優れたインク吸収性も強く求められている。このような様々な要
求を満たすために、記録媒体の構造や特性に関する様々な改良が盛んに行われている。
【０００３】
　インク吸収性と表面光沢を両立するために、インク受容層の空隙を減少させる圧力をか
けずにコーティングする方法で、シリカ微粒子の層をインク受容層上に設ける方法が知ら
れている（特許文献１参照）。更に高い表面光沢を得るために、インク受容層上に樹脂を
主成分とする層を設ける方法も知られている（特許文献２参照）。
【０００４】
　また、高速化に対応可能なインク吸収性の観点から、インクジェット記録媒体のインク
受容層に、より微細なシリカ粒子やアルミナ水和物粒子等の無機顔料をポリビニルアルコ
ール等のポリマーバインダーで保持したものが用いられるようになってきている。無機顔
料のなかでも、アルミナ水和物の微粒子はシリカの微粒子に対し、少ないバインダー量で
受容層を形成できるため、インク吸収性に優れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平７－７６１６２号公報
【特許文献２】特開２０００－１０８５０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の方法では、高い吸収性を維持しながら、表面にある程度の光沢感を持たせ
ることができるが、銀塩系写真に四敵できるほどの光沢発現効果が得られないことがある
。特許文献２の方法では、樹脂がインク受容層に多く染み込むため、インク受容層の細孔
が樹脂により埋まることがあり、インク吸収性を確保できない場合がある。
【０００７】
　銀塩系写真に四敵するためには、高い表面光沢だけでなく、優れた耐傷性も求められる
が、上記特許文献に記載の技術では、インク吸収性、表面光沢、耐傷性の全てを同時に満
たす効果が得られないことがある。
【０００８】
　本発明は、上記の実態に鑑みてなされたものである。本発明の目的は、インク受容層の
優れたインク吸収性を維持しながら、優れた表面光沢性、耐傷性および発色性を有する記
録媒体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、本発明者らは、以下の本発明を見出した。
【００１０】
　本発明にかかる記録媒体は、
　支持体と、アルミナ水和物およびバインダーを含有するインク受容層とを有する記録媒
体であって、
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　該インク受容層の表面はカチオン性ポリウレタンを含有する複数の皮膜で形成された部
分皮膜で被覆されており、
　該複数の皮膜の平均長径は０．０３μｍ以上１．００μｍ未満であり、
　該部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率は１０％以上７０％未満であり、
　該カチオン性ポリウレタン中のカチオン性基の含有量が０．１ｍｍｏｌ／ｇ以上３．０
ｍｍｏｌ／ｇ以下である、ことを特徴とする。 
【発明の効果】
【００１１】
　本発明により、インク受容層の優れたインク吸収性を維持しながら、優れた表面光沢性
、耐傷性および発色性を有する記録媒体が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　次に好ましい実施の形態を挙げて本発明をさらに詳しく説明する。
【００１３】
　＜＜記録媒体＞＞
　本発明の記録媒体は、支持体と、インク受容層と、部分皮膜とを有する。本発明の記録
媒体は、インクジェット記録媒体として使用できる。前記インク受容層は、多孔性である
ことが好ましい。なお、前記インク受容層は、前記支持体と前記部分皮膜の間に位置する
ことができる。また、前記部分皮膜は、インク受容層の表面を被覆し、記録媒体の最表面
に位置する。
【００１４】
　前記記録媒体は、前記支持体上に、アルミナ水和物およびバインダーを含有するインク
受容層を少なくとも１層以上有する。前記部分皮膜は、カチオン性ポリウレタンを含有す
る複数の皮膜で形成されている。前記部分皮膜は、例えば平均粒子径が０．０１μｍ以上
０．１０μｍ以下のカチオン性ポリウレタンエマルションを塗工液として用い、これを塗
布、乾燥して形成することができる。即ち、前記カチオン性ポリウレタンエマルションの
固形物であることができる。前記複数の皮膜の平均長径は０．０３μｍ以上、１．００μ
ｍ未満であり、前記部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率は１０％以上７０％未満で
ある。
【００１５】
　＜支持体＞
　本発明の記録媒体に用いる支持体は、特に限定されず、上質紙、中質紙、コート紙、ア
ート紙、キャストコート紙などの紙類、合成紙、白色プラスチックフィルム、透明プラス
チックフィルム、または半透明プラスチックフィルム、樹脂被覆紙などを使用できる。
【００１６】
　また、画像の光沢を効果的に発現させる場合には、インク受容層形成用塗工液に対する
バリヤー性の高い支持体が好ましく、酸化チタンや硫酸バリウムなどの顔料を配合し、多
孔性化することにより不透明化したポリエチレンテレフタレート、ポリ塩化ビニル、ポリ
カーボネート、ポリイミド、ポリアセテート、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチ
レンなどの白色プラスチックフィルムなど、さらに原紙にポリエチレン、ポリプロピレン
などの熱可塑性樹脂をラミネートしたいわゆる樹脂被覆紙が支持体として好適である。
【００１７】
　さらに記録媒体として銀塩写真と同等の画質と風合いを付与する場合において、支持体
として好ましく用いられる原紙としては、以下のものが挙げられる。すなわち、少なくと
もインク受容層が設けられる一方の面をポリオレフィン樹脂で被覆したポリオレフィン樹
脂被覆紙が好ましく、より好ましくは両面をポリオレフィン樹脂で被覆したポリオレフィ
ン樹脂被覆紙である。前記ポリオレフィン樹脂被覆紙の好ましい形態としては、ＪＩＳ－
Ｂ－０６０１による１０点平均粗さが０．５μｍ以下で、かつＪＩＳ－Ｚ－８７４１によ
る６０度鏡面光沢度が２５％以上７５％以下である。
【００１８】
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　また、樹脂被覆紙の厚さは、２５μｍ以上５００μｍ以下であることが好ましい。樹脂
被覆紙の厚さが２５μｍ以上であれば、記録媒体の剛性が低くなることを優れて防ぎ、そ
の記録媒体を手にした時の感触や質感の劣化、および不透明性の低下などの不都合が生じ
るのを優れて防ぐことができる。また、樹脂被覆紙の厚さが５００μｍ以下であれば、記
録媒体が剛直になり扱いにくくなることを優れて防ぎ、プリンターでの給紙走行をスムー
ズに行うことができる。樹脂被覆紙の厚さのより好ましい範囲は５０μｍ以上３００μｍ
以下である。また、樹脂被覆紙の坪量にも特に制限はないが、２５ｇ／ｍ2以上５００ｇ
／ｍ2以下であることが好ましい。
【００１９】
　＜インク受容層＞
　本発明に用いるインク受容層は、多孔質構造を形成し、高速吸収性、染料定着性、透明
性、印字濃度、発色性、および光沢性を満たすものとして、アルミナ水和物およびバイン
ダーを含有する。また、前記インク受容層は、例えばアルミナ水和物およびバインダーを
含む塗工液（以後、インク受容層用塗工液と呼ぶこととする）を塗工して得ることができ
、その塗工液の固化物であることができる。なお、インク受容層は、１層からなる場合、
および２層以上からなる場合がある。これら全ての場合において、各層が後述する条件を
満たすのが好ましい。
【００２０】
　本発明に用いるインク受容層の塗工量は、必要なインク吸収容量や、光沢度、受容層の
組成等によって異なるが、塗工量（乾燥塗布量）で５ｇ／ｍ2以上５０ｇ／ｍ2以下が好ま
しい。５ｇ／ｍ2以上であれば、インク吸収性が低くなることを優れて防ぐことができ、
５０ｇ／ｍ2以下であれば、折り割れ強度が低下することを優れて防ぐことができる。
【００２１】
　（アルミナ水和物）
　本発明では、多孔質構造を形成し、高速吸収性、染料定着性、透明性、印字濃度、発色
性、および光沢性を満たすものとして、インク受容層に、アルミナ水和物を含む。
【００２２】
　前記アルミナ水和物としては、例えば、下記式（Ｘ）により表されるものを好適に利用
できる。
Ａｌ2Ｏ3-n（ＯＨ）2n・ｍＨ2Ｏ・・・・（Ｘ）
（上記式中、ｎは０、１、２および３の何れかを表し、ｍは０以上１０以下、好ましくは
０以上５以下の数を表す。但し、ｍとｎは同時に０にはならない。）
　ｍＨ2Ｏは、多くの場合、結晶格子の形成に関与しない脱離可能な水相を表すものであ
るため、ｍは整数または整数でない値をとることができる。また、アルミナ水和物を加熱
するとｍは０の値になることもあり得る。
【００２３】
　アルミナ水和物の結晶構造としては、熱処理する温度に応じて、非晶質、キブサイト型
、ベーマイト型が知られており、これらのうち、何れの結晶構造のものも使用可能である
。
【００２４】
　これらの中で好適なアルミナ水和物は、Ｘ線回折法による分析でベーマイト構造、また
は非晶質を示すアルミナ水和物である。具体例としては、特開平７－２３２４７３号公報
、特開平８－１３２７３１号公報、特開平９－６６６６４号公報、特開平９－７６６２８
号公報等に記載されたアルミナ水和物を挙げることができる。さらに、アルミナ水和物と
しては、市販のＤｉｓｐｅｒａｌ　ＨＰ１４（商品名、サソール製）等を挙げることがで
きる。なお、アルミナ水和物は２種以上を併用してもよい。
【００２５】
　本発明に用いるインク受容層には、インク受容層の平均細孔半径が７．０ｎｍ以上１０
．０ｎｍ以下であるものを用いることが好ましい。また、より好ましくは、インク受容層
の平均細孔半径が、８．０ｎｍ以上、１０．０ｎｍ以下となるものを用いるのが良い。イ
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ンク受容層の平均細孔半径が、７．０ｎｍ以上１０．０ｎｍ以下であることによって、優
れたインク吸収性および発色性を発揮することが可能となる。また、インク受容層の平均
細孔半径が７．０ｎｍ以上であれば、インク受容層のインク吸収性が低くなることを優れ
て防ぎ、必要に応じてアルミナ水和物に対するバインダーの量を調整するなどして、優れ
たインク吸収性が得ることができる。また、インク受容層の平均細孔半径が１０．０ｎｍ
以下であれば、インク受容層のヘイズが大きくなることを優れて防ぎ、特に良好な発色性
を得ることができる。
【００２６】
　また、インク受容層全体の細孔容積は、全細孔容積が０．５０ｍｌ／ｇ以上であること
が好ましい。全細孔容積が０．５０ｍｌ／ｇ以上であれば、インク受容層全体のインク吸
収性が低くなることを優れて防ぎ、必要に応じてアルミナ水和物微粒子に対するバインダ
ーの量を調整するなどして、優れたインク吸収性を得ることができる。
【００２７】
　さらに、インク受容層細孔中に、細孔半径として２５．０ｎｍ以上の細孔が存在しない
ことが好ましい。言い換えると、本発明に用いるインク受容層中の細孔は全て、細孔半径
が２５．０ｎｍ未満であることが好ましい。細孔半径が２５．０ｎｍ以上の細孔が存在し
ない場合には、インク受容層のヘイズが大きくなることを優れて防ぎ、特に良好な発色性
を得ることができる。
【００２８】
　なお、上記の平均細孔径、全細孔容積、細孔半径とは、記録媒体を窒素吸着脱離法によ
って測定された、窒素ガスの吸着脱離等温線よりＢＪＨ（Ｂａｒｒｅｔｔ－Ｊｏｙｎｅｒ
－Ｈａｌｅｎｄａ）法を用いて求められる値である。特に、平均細孔径とは、窒素ガス脱
離時に測定される全細孔容積と比表面積から計算によって求まる値である。
【００２９】
　なお、記録媒体を窒素吸着脱離法により測定した場合には、インク受容層以外の部分に
対しても測定が行われることとなる。しかし、インク受容層以外の成分（例えば、基材の
パルプ層、樹脂被膜層等）は窒素吸着脱離法で一般的に測定できる範囲である１．０ｎｍ
以上１００．０ｎｍ以下の細孔を持っていない。このため、記録媒体全体を窒素吸着脱離
法で測定した場合は、インク受容層の平均細孔径を測定していることとなると考えられる
。なお、このことは、レジンコート紙を窒素吸着脱離法で細孔分布を測定した場合、１．
０ｎｍ以上１００．０ｎｍ以下の細孔を有していないことからも理解できる。
【００３０】
　また、上記のようなインク受容層形成時の平均細孔径（７．０ｎｍ以上１０．０ｎｍ以
下）を得るためには、ＢＥＴ法により測定されるＢＥＴ比表面積が、１００ｍ2／ｇ以上
２００ｍ2／ｇ以下であるアルミナ水和物を用いることが好ましい。より好ましくは、前
記ＢＥＴ比表面積が１２５ｍ2／ｇ以上１７５ｍ2／ｇ以下であるアルミナ水和物を用いる
のが良い。
【００３１】
　なお、上記ＢＥＴ法とは、気相吸着法による粉体の表面積測定法の一つであり、吸着等
温線から１ｇの試料の持つ総表面積、即ち比表面積を求める方法である。このＢＥＴ法で
は、通常、吸着気体として窒素ガスが用いられ、吸着量を被吸着気体の圧力または容積の
変化から測定する方法が最も多く用いられる。この際、多分子吸着の等温線を表すものと
して最も著名なものは、Ｂｒｕｎａｕｅｒ、Ｅｍｍｅｔｔ、Ｔｅｌｌｅｒの式であって、
ＢＥＴ式と呼ばれ比表面積決定に広く用いられている。上記ＢＥＴ法では、ＢＥＴ式に基
づいて吸着量を求め、吸着分子１個が表面で占める面積を掛けることにより比表面積が得
られる。ＢＥＴ法では、窒素吸着脱離法の測定において、ある相対圧力における吸着量の
関係を数点測定し、最小二乗法によりそのプロットの傾き、切片を求めることで比表面積
を導き出す。本発明では、相対圧力と吸着量の関係を５点測定し、比表面積を導き出す。
【００３２】
　また、アルミナ水和物の好適な形状としては、平板状で、平均アスペクト比が３．０以
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上１０以下、かつ、平板面の縦横比が０．６０以上１．０以下であるものが好ましい。な
お、アスペクト比は、特公平５－１６０１５号公報に記載された方法により求めることが
できる。すなわち、アスペクト比は、粒子の「厚さ」に対する「直径」の比で示される。
ここで「直径」とは、アルミナ水和物を顕微鏡または電子顕微鏡で観察したときの粒子の
投影面積と等しい面積を有する円の直径（円相当径）を示す。また、平板面の縦横比とは
、アスペクト比と同様に、粒子を顕微鏡で観察した場合の、平板面の最大値を示す直径に
対する最小値を示す直径の比を示す。
【００３３】
　上記アスペクト比が３．０以上１０以下となるアルミナ水和物を使用した場合、形成し
たインク受容層の細孔分布範囲が狭くなることを優れて防ぐことができる。このため、ア
ルミナ水和物微粒子の粒子径を揃えて製造することが可能となる。また、同様に、上記縦
横比が０．６０以上１．０以下となるアルミナ水和物を使用した場合も、インク受容層の
細孔径分布が狭くなることを優れて防ぐことができる。
【００３４】
　アルミナ水和物には繊毛状と、繊毛状でない形状のものがあることが知られている。本
発明者らの知見によれば、同じアルミナ水和物であっても、平板状のアルミナ水和物の方
が、繊毛状のアルミナ水和物よりも分散性が良い。また、繊毛状のアルミナ水和物は、塗
工時に支持体の表面に対して平行に配向する傾向があり、形成されるインク受容層の細孔
が小さくなる場合があり、インク受容層のインク吸収性が小さくなることがある。これに
対して、平板状のアルミナ水和物は、塗工時に支持体の表面に対して平行に配向する傾向
が小さく、形成されるインク受容層の細孔の大きさやインク吸収性へ特に良い影響を及ぼ
す。このため、平板状のアルミナ水和物を用いることが好ましい。
【００３５】
　（バインダー）
　本発明に用いるインク受容層は、バインダーを含有する。バインダーとしては、上記ア
ルミナ水和物を結着し、被膜を形成する能力のある材料であって、且つ、本発明の効果を
損なわないものであれば、特に制限なく利用することができる。バインダーとしては例え
ば、下記のものを挙げることができる。
酸化澱粉、エーテル化澱粉、リン酸エステル化澱粉等の澱粉誘導体。カルボキシメチルセ
ルロース、ヒドロキシエチルセルロース等のセルロース誘導体。カゼイン、ゼラチン、大
豆蛋白およびポリビニルアルコールならびにその誘導体。各種重合体として、ポリビニル
ピロリドン、無水マレイン酸樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体、メチルメタクリレー
ト－ブタジエン共重合体等の共役重合体ラテックス。アクリル酸エステル及びメタクリル
酸エステルの重合体等のアクリル系重合体ラテックス。エチレン－酢酸ビニル共重合体等
のビニル系重合体ラテックス。上記の各種重合体のカルボキシル基等の官能基含有単量体
による官能基変性重合体ラテックス。カチオン基を用いて上記各種重合体をカチオン化し
たもの、カチオン性界面活性剤を用いて上記各種重合体の表面をカチオン化したもの。カ
チオン性ポリビニルアルコール下で上記各種重合体を重合し、重合体の表面にポリビニル
アルコールを分布させたもの。カチオン性コロイド粒子の懸濁分散液中で上記各種重合体
の重合を行い、重合体の表面にカチオン性コロイド粒子を分布させたもの。メラミン樹脂
、尿素樹脂等の熱硬化合成樹脂等の水性バインダー。ポリメチルメタクリレート等のメタ
クリル酸エステルやアクリル酸エステルの重合体および共重合体樹脂。ポリウレタン樹脂
、不飽和ポリエステル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニルコポリマー、ポリビニルブチラール
、アルキッド樹脂等の合成樹脂系バインダー。
【００３６】
　上記バインダーは、単独で、または複数種を混合して用いることができる。中でも最も
好ましく用いられるバインダーはポリビニルアルコール（ＰＶＡ）である。このポリビニ
ルアルコールは、例えば、ポリ酢酸ビニルを加水分解して合成することができる。このポ
リビニルアルコールは、重量平均重合度が１５００以上のものが好ましく用いられ、重量
平均重合度が２０００以上５０００以下のものがより好ましい。また、ケン化度は８０モ



(7) JP 5748448 B2 2015.7.15

10

20

30

40

50

ル％以上１００モル％以下のものが好ましく、８５モル％以上１００モル％以下のものが
より好ましい。
【００３７】
　また、この他に、末端をカチオン変性したポリビニルアルコールや、アニオン性基を有
するアニオン変性ポリビニルアルコール等の変性ポリビニルアルコールを使用することが
できる。
【００３８】
　ところで、ポリビニルアルコールは一般的にポリ酢酸ビニルを加水分解（ケン化）して
得るため、一部酢酸基が残っているものがある。このため、ポリビニルアルコールの末端
基には水酸基および酢酸基が存在し、ポリビニルアルコールは、水酸基を有する繰り返し
単位と、酢酸基を有する繰り返し単位にて表すことができる。また、変性ポリビニルアル
コールを用いる場合には、ポリビニルアルコールの末端基の水酸基および酢酸基が、カチ
オン性基またはアニオン性基のような置換基で置換されている。このため、変性ポリビニ
ルアルコールは、酢酸基を有する繰り返し単位と、水酸基を有する繰り返し単位と、前記
置換基で置換されている繰り返し単位とで表すことができる。ポリビニルアルコールと変
性ポリビニルアルコールとは、重合度が同じであっても、ケン化度が異なる場合がある。
また、変性ポリビニルアルコールは、ポリビニルアルコールと質量が同じであっても、前
記置換基を有する繰り返し単位があるため、バインダー成分として効果を奏するポリビニ
ルアルコールの含有量が異なる場合がある。
【００３９】
　（架橋剤）
　本発明の記録媒体は、必要に応じて、インク受容層が下記の架橋剤を含有してもよい。
架橋剤の具体的な例としては、アルデヒド系化合物、メラミン系化合物、イソシアネート
系化合物、ジルコニウム系化合物、アミド系化合物、アルミニウム系化合物、ホウ酸、お
よびホウ酸塩が挙げられる。また、架橋剤はこれらの少なくとも１種類であることが好ま
しい。これらの中でも、架橋剤は架橋速度及び塗工面のひび割れ防止の観点から、特にホ
ウ酸あるいはホウ酸塩が好ましい。
【００４０】
　この際、使用できるホウ酸としては、オルトホウ酸（Ｈ3ＢＯ3）だけでなく、メタホウ
酸や次ホウ酸等も挙げられる。ホウ酸塩としては、上記ホウ酸の水溶性の塩であることが
好ましい。具体的には、下記のホウ酸のアルカリ土類金属塩等を挙げることができる。ホ
ウ酸のナトリウム塩（Ｎａ2Ｂ4Ｏ7・１０Ｈ2Ｏ、ＮａＢＯ2・４Ｈ2Ｏ等）、ホウ酸のカリ
ウム塩（Ｋ2Ｂ4Ｏ7・５Ｈ2Ｏ、ＫＢＯ2等）等のアルカリ金属塩。ホウ酸のアンモニウム
塩（ＮＨ4Ｂ4Ｏ9・３Ｈ2Ｏ、ＮＨ4ＢＯ2等）。ホウ酸のマグネシウム塩やカルシウム塩。
【００４１】
　これらのホウ酸およびホウ酸塩の中でも、塗工液の経時安定性と、クラック発生の抑制
効果の点から、オルトホウ酸を用いることが好ましい。また、ホウ酸およびホウ酸塩の使
用量は、製造条件等に応じて適宜選択することができるが、インク受容層中のバインダー
に対して、ホウ酸およびホウ酸塩の合計固形分が１０．０質量％以上５０．０質量％以下
となる量が好ましい。なお、上述したように、インク受容層が２層以上のインク受容層か
らなる場合は、上記固形分質量割合の範囲を各層で満たすことが好ましい。上記ホウ酸お
よびホウ酸塩の合計固形分が５０．０質量％以下であれば、塗工液の経時安定性が低下す
ることを優れて防ぐことができる。一般的に、インク吸収性記録媒体を生産する際には、
塗工液を長時間に渡って使用することとなる。上記合計固形分が５０．０質量％以下であ
れば、インク受容層塗工液を長時間使用した場合であっても、ホウ酸の含有量が多い場合
に生じる、塗工液の粘度の上昇や、ゲル化物の発生を優れて防ぐことができる。このため
、塗工液の交換やコーターヘッドの清掃等を頻繁に行なわずに済み、生産性が著しく低下
することを優れて防ぐことができる。更に、上記合計固形分が５０．０質量％以下であれ
ば、インク受容層に点状の表面欠陥が生じ易くなることを優れて防ぎ、均質で特に良好な
光沢面を得ることができる。また、上記合計固形分が１０．０質量％以上であれば、クラ
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ック発生を抑制できる。
【００４２】
　（その他添加剤）
　本発明の記録媒体には、インク受容層中に、それぞれ必要に応じて各種の添加剤、例え
ば各種カチオン性樹脂等の定着剤、多価金属塩等の凝集剤、界面活性剤、蛍光増白剤、増
粘剤、消泡剤、抑泡剤、離型剤、浸透剤、滑剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、レベリング
剤、防腐剤、ｐＨ調節剤、その他本発明の技術分野で公知の各種助剤を添加することが可
能であり、またその添加量も適宜調整することができる。
【００４３】
　使用できるカチオン性樹脂の例としてはポリエチレンイミン系樹脂、ポリアミン系樹脂
、ポリアミド系樹脂、ポリアミドエピクロルヒドリン系樹脂、ポリアミンエピクロルヒド
リン系樹脂、ポリアミドポリアミンエピクロルヒドリン系樹脂、ポリジアリルアミン系樹
脂、ジシアンジアミド縮合物等が挙げられる。これらの水溶性樹脂は、それぞれ単独で用
いても良く、２種以上を併用して用いてもよい。
【００４４】
　＜塗工液＞
　・インク受容層用塗工液について
　インク受容層用塗工液は、少なくともアルミナ水和物およびバインダーを含み、さらに
は添加剤および水等の分散媒を含むことができる。なお、インク受容層用塗工液の調製方
法の具体例としては、以下の方法を挙げることができる。アルミナ水和物の水分散液とバ
インダーの水溶液と架橋剤を撹拌混合して得ることができる。
【００４５】
　（アルミナ水和物を含む分散液）
　本発明に用いるアルミナ水和物は、解膠剤で解膠された水性分散液の状態でインク受容
層塗工液に含まれる。アルミナ水和物およびアルミナをそれぞれ単独に用いた場合、前記
解膠剤で解膠された水性分散液の状態を、それぞれアルミナ水和物分散液およびアルミナ
分散液と呼ぶこととする。
【００４６】
　また、アルミナ水和物を含む分散液には必要に応じて顔料分散剤、増粘剤、流動性改良
剤、消泡剤、抑泡剤、界面活性剤、離型剤、浸透剤、着色顔料、着色染料、蛍光増白剤、
紫外線吸収剤、酸化防止剤、防腐剤、防黴剤、耐水化剤、染料定着剤、硬化剤、耐候材料
等を含むことができる。また、アルミナ水和物を含む分散液の分散媒は、水が好ましい。
【００４７】
　本発明では、上記解膠剤として酸（解膠酸）を使用する。解膠酸は下記一般式［Ｉ］で
表されるスルホン酸が耐画像にじみの観点で好ましい。
一般式［Ｉ］　Ｒ1－ＳＯ3Ｈ
〔一般式［Ｉ］において、Ｒ1は水素原子を表すか、炭素数１以上３以下の分岐もしくは
非分岐のアルキル基またはアルケニル基を表す。ただしＲ1は、オキソ基、ハロゲン原子
、アルコキシ基（－ＯＲ）およびアシル基（Ｒ－ＣＯ－）のうちの少なくとも一つを置換
基として有しても良い。これらの置換基中のＲは水素原子または炭素数１以上２以下のア
ルキル基を表す。ただし、置換基がアルコキシ基の場合は、Ｒは水素原子ではない。〕
　調製したインク受容層用塗工液を支持体上に塗布する方法としては、公知の任意の塗布
方法が適用でき、例えば、ブレードコーティング法、エアーナイフコーティング法、カー
テンダイコーティング法、スロットダイコーティング法、バーコーティング法、グラビア
コーティング法、ロールコーティング法などの塗布方法による塗布が可能である。２層以
上のインク受容層は、逐次塗工で塗工、乾燥する他、同時多層塗工によってもよい。特に
スライドビードによる同時多層塗工は生産性が高く、好ましい方法である。
【００４８】
　塗布後、熱風乾燥機、熱ドラム、遠赤外線乾燥機などの乾燥装置を用いて乾燥すること
で、インク受容層を形成することができる。なお、インク受容層は、後述する支持体の片
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面もしくは両面に形成することも可能である。また、画像の解像度および搬送性などを向
上させる目的で、本発明の効果を妨げない範囲内で、カレンダーやキヤストなどの装置を
用いて平滑化処理してもよい。
【００４９】
　＜部分皮膜＞
　インク受容層の表面は、カチオン性ポリウレタンを含有する複数の皮膜で形成された部
分皮膜で被覆されている。その部分皮膜を形成するために、例えばカチオン性ポリウレタ
ンエマルションを使用する。カチオン性ポリウレタンエマルション（必要に応じて後述の
各種添加剤を配合する）をインク受容層等（他の層を有する場合はその他の層等）に塗布
（塗工）および乾燥して、カチオン性ポリウレタンエマルションの固形物を部分皮膜とす
ることができる。
【００５０】
　（カチオン性ポリウレタンエマルション）
　カチオン性ポリウレタンエマルションの平均粒子径、すなわち前記エマルション中の分
散粒子の平均粒子径は、０．０１μｍ以上、０．１０μｍ以下であることが好ましい。前
記平均粒子径が０．０１μｍ以上であれば、部分皮膜を形成するときに、カチオン性ポリ
ウレタンエマルションの分散粒子がインク受容層の中に浸透することを容易に防ぎ、イン
ク受容層上で部分皮膜を形成しにくくなることを容易に防ぐことができる。一方で、前記
平均粒子径が０．１０μｍ以下であると、インクを吸収しない部分皮膜のサイズが大きく
なることを容易に防ぐため、印字するときの外観の劣化を容易に防ぐことができる。
【００５１】
　なお、本発明に用いるカチオン性ポリウレタンエマルションの平均粒径とは、動的光散
乱法によって測定され、「高分子の構造（２）散乱実験と形態観察　第１章　光散乱」（
共立出版　高分子学会編）、あるいはＪ．Ｃｈｅｍ．Ｐｈｙｓ．，７０（Ｂ），１５　Ａ
ｐｌ．，３９６５（１９７９）に記載のキュムラント法を用いた解析から求めた平均粒径
である。なお、前記エマルションの分散媒としては、例えば、水等を挙げることができ、
本発明の部分皮膜を形成するカチオン性ポリウレタンは、水に分散したエマルション状態
で用いることが好ましい。本発明に用いることのできるカチオン性ウレタン樹脂は、その
製造適性より、１～３級アミン、４級アンモニウム塩等のカチオン性基を有するウレタン
樹脂が好ましい。本発明に用いるカチオン性ポリウレタンエマルションとしては、市販の
第一工業製薬製のスーパーフレックス６２０および６５０（商品名）などが挙げられる。
【００５２】
　・ポリウレタンについて
　以下にカチオン性ポリウレタンを製造する際に用いるポリウレタンについて説明する。
【００５３】
　本発明に用いるカチオン性ポリウレタンに適用可能なポリウレタンとしては、例えば、
以下に挙げるジオール化合物とジイソシアネート化合物とを種々組み合わせて、重付加反
応により合成されたポリウレタンが挙げられる。上記ポリウレタンの合成に使用可能なジ
オール化合物、ジイソシアネート化合物は、各々１種を単独で使用してもよい。また、種
々の目的（例えば、ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）の調整や溶解性の向上、バインダ
ーとの相溶性付与、分散物の安定性改善等）に応じて、各々２種以上を任意の割合で使用
することもできる。
【００５４】
　上記ジオール化合物の具体例としては、エチレングリコール、１，２－プロパンジオー
ル、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２
，３－ブタンジオール、２，２－ジメチルー１，３－プロパンジオール、１，２－ペンタ
ンジオール、１，４－ペンタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，４－ペンタン
ジオール、３，３－ジメチルー１，２－ブタンジオール、２－エチル－２－メチルー１，
３－プロパンジオール、１，２－ヘキサンジオール、１，５－ヘキサンジオール、１，６
－ヘキサンジオール、２，５－ヘキサンジオール、２－メチルー２，４－ペンタンジオー



(10) JP 5748448 B2 2015.7.15

10

20

30

40

50

ル、２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、２，４－ジメチル－２，４－ペンタ
ンジオール、１，７－ヘプタンジオール、２－メチル－２－プロピル－１，３－プロパン
ジオール、２，５－ジメチル－２，５－ヘキサンジオール、２－エチル－１，３－ヘキサ
ンジオール、１，２－オクタンジオール、１，８－オクタンジオール、２，２，４－トリ
メチル－１，３－ペンタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ハイドロキ
ノン、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリ
プロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリエス
テルポリオール、４，４’―ジヒドロキシ－ジフェニル－２，２－プロパン、４，４’―
ジヒドロキシフェニルスルホン等が挙げられる。
【００５５】
　上記ジイソシアネート化合物としては、メチレンジイソシアネート、エチレンジイソシ
アネート、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート，１，４－シ
クロヘキサンジイソシアネート、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トルエン
ジイソシアネート、１，３－キシリレンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシ
アネート，ｍ－フェニレンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシアネート、３，３
’－ジメチル－４，４’―ジフェニルメタンジイソシアネート、３，３’－ジメチルビフ
ェニレンジイソシアネート、４，４’－ビフェニレンジイソシアネート、ジシクロヘキシ
ルメタンジイソシアネート、メチレンビス（４－シクロヘキシルイソシアネート）等が挙
げられる。
【００５６】
　・カチオン性ポリウレタンについて
　本発明に用いるカチオン性ポリウレタンエマルションに使用するカチオン性基含有ポリ
ウレタン（カチオン性ポリウレタン）は、例えば、上記ポリウレタンの合成時に、カチオ
ン性基を有するジオールを使用することによって得ることができる。この場合、カチオン
性基はポリマー主鎖の置換基としてポリウレタンに導入することで、カチオン性ポリウレ
タンを合成できる。上記カチオン性ポリウレタンのカチオン性基は、種々の方法でポリウ
レタンに導入することができる。ポリウレタンを重付加反応により製造後、ポリウレタン
の末端に残存する－ＯＨ基またはアミノ基等の反応性基に対し、カチオン性基含有化合物
等を反応させることによってカチオン性基を導入し、カチオン性ポリウレタンを合成する
こともできる。なお、前記カチオン性基含有化合物としては、１～３級アミン、４級アン
モニウム塩等を挙げることができる。
【００５７】
　上記カチオン性ポリウレタン中のカチオン性基の含有量は、０．１ｍｍｏｌ／ｇ以上３
．０ｍｍｏｌ／ｇ以下であり、０．２ｍｍｏｌ／ｇ以上２．０ｍｍｏｌ／ｇ以下がより好
ましい。なお、上記カチオン性ポリウレタン中のカチオン性基の含有量が０．１ｍｍｏｌ
／ｇ以上であれば、カチオン性ポリウレタンの分散安定性が低くなることを優れて防ぎ、
３．０ｍｍｏｌ／ｇ以下であれば、バインダーとの相溶性が低下することを優れて防ぐこ
とができる。
【００５８】
　本発明に用いる上記カチオン性ウレタン樹脂の質量平均分子量（Ｍｗ）としては、通常
１０００以上２０００００以下が好ましく、２０００以上５００００以下がより好ましい
。前記質量平均分子量が１０００以上であれば、カチオン性ポリウレタンを特に安定な分
散物とすることができる。また前記質量平均分子量が２０００００以下であれば、溶解性
の低下および液粘度の増加を優れて防ぎ、カチオン性ポリウレタン水分散物中の粒子の平
均粒子径を、特に０．１μｍ以下に制御することが難しくなるのを優れて防ぐことができ
る。
【００５９】
　・カチオン性ポリウレタンエマルションについて
　本発明に用いるカチオン性ポリウレタンエマルションの分散媒としては、水が好ましく
用いられる。分散媒に水を用いたカチオン性ポリウレタンの水分散物（エマルション）の
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調整方法について以下に説明する。上記カチオン性ウレタン樹脂を分散媒である水と混合
し、必要に応じて分散化剤などの添加剤を混合して、その混合液を分散機によって細粒化
することで、粒子の平均粒子径が０．１０μｍ以下のカチオン性ポリウレタン水分散液を
得ることができる。
【００６０】
　この水分散液を得るために用いる分散機としては、高速回転分散機、媒体撹拌型分散機
（ボールミル、サンドミル、ビーズミルなど）、超音波分散機、コロイドミル分散機、高
圧分散機等従来公知の各種の分散機を使用することができる。しかし、形成されるカチオ
ン性ポリウレタンエマルションの分散を効率的に行うという観点から、媒体撹拌型分散機
、コロイドミル分散機または高圧分散機（ホモジナイザー）が好ましい。
【００６１】
　部分皮膜用塗工液中のカチオン性ポリウレタンエマルションの固形分の含有量は、部分
皮膜用塗工液中の全固形分に対して７０質量％以上が好ましい。尚、塗工液を塗工して形
成する部分皮膜中のカチオン性ポリウレタンエマルションの固形分含有量は、塗工液中の
全固形分に対するカチオン性ポリウレタンエマルションの固形分含有量と等しくなる。
【００６２】
　（被覆率）
　カチオン性ポリウレタンを含有する複数の皮膜で形成された部分皮膜は、インク吸収性
を阻害することなくインク受容層の優れた特性を維持するため、部分皮膜構造を有する。
なお、部分皮膜とは、インク受容層全面に連続的に形成された皮膜ではなく、インク受容
層の部分に形成され、インク受容層の表面の細孔を完全に塞ぐことのない皮膜を意味する
。
【００６３】
　部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率は、１０％以上７０％未満であり、好ましく
は１５％以上６５％未満である。前記部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率は１０％
未満になると、光沢発現および耐傷性の効果が低下する。一方で、前記部分皮膜によるイ
ンク受容層表面の被覆率が７０％以上になると、インク受容層の表面に形成されている細
孔の面積が減ってしまい、インク吸収性が低下してしまう。
【００６４】
　上記被覆率は、電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用い、１０ヶ所以上の観察画像（１ヶ所の大き
さ；５．００ｍｍ×５．００ｍｍ）を画像処理することで、インク受容層表面全面に対す
る皮膜部の面積比率として求める。部分皮膜による被覆は、インク受容層表面全面をほぼ
均一に被覆していることが好ましい。即ち、電子顕微鏡を用いて１０ヶ所以上を観察した
場合に、そのうちの７割以上の場所における被覆率が１０％以上７０％未満であることが
好ましい。より好ましくは、観察した全ての場所における被覆率が１０％以上７０％未満
である。
【００６５】
　（複数の皮膜の平均長径）
　前記複数の皮膜の平均長径は０．０３μｍ以上１．００μｍ未満である。複数の皮膜の
平均長径とは、記録面（インク受容層（および部分皮膜）を有する面）中の任意の１００
個の皮膜を電子顕微鏡（ＳＥＭ）により観察し、各皮膜について皮膜部の端から端までの
長さを直線で最長となるように取ったものの平均値（個数平均）を意味する。前記複数の
皮膜の平均長径は０．０３μｍ未満になると、光沢発現効果や耐傷性の効果が低下する。
一方で、前記複数の皮膜の平均長径が１．００μｍ以上であると、インク受容層の表面に
形成されている細孔が広い範囲で塞がれてしまい、その上に印字する場合に、インクを吸
収できない広い皮膜が目立ってしまい、外観が劣化してしまう。複数の皮膜の平均長径は
、好ましくは０．０５μｍ以上である。より好ましくは０．０８μｍ以上である。
【００６６】
　（部分皮膜用塗工液）
　部分皮膜を形成するために用いる部分皮膜用塗工液としては、例えば前記カチオン性ポ
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リウレタンエマルションを使用することができる。部分皮膜用塗工液としてのカチオン性
ポリウレタンエマルションには、本発明の効果を妨げない範囲で各種添加剤を配合するこ
とができる。このような添加剤としては、界面活性剤、増粘剤、消泡剤、ドット調整剤、
防腐剤、ｐＨ調整剤、帯電防止剤、導電剤などを挙げることができる。
【００６７】
　部分皮膜を形成する方法としては、例えば、以下の方法を挙げることができる。その方
法とは、インク受容層用塗工液を塗布するのと同時に、部分皮膜用塗工液として前記カチ
オン性ポリウレタンエマルションをインク受容層上に塗布し、両者を同時に乾燥させるこ
とによりインク受容層および部分皮膜を同時に形成する方法である。また、インク受容層
を設けた後に、部分皮膜用塗工液として、前記カチオン性ポリウレタンエマルションをオ
ーバーコートし、乾燥させることにより部分皮膜を形成する方法である。これらの方法の
中で、インク受容層を設けた後に、部分皮膜用塗工液として、前記カチオン性ポリウレタ
ンエマルションをオーバーコートする方法で前記部分皮膜を設ける方法が好ましい。この
方法であれば、インク受容層の塗工液との混合が避けられ、より効率的に部分皮膜を設け
ることができる。また前記カチオン性ポリウレタンエマルションとインク受容層の塗布液
との混合によるヘイズの増加が優れて抑制され、発色性の低下を特に避けることができる
。
【００６８】
　部分皮膜によるインク受容層表面の被覆率を１０％以上７０％未満に調整する観点から
、前記部分皮膜のインク受容層表面全面に対する塗工量は０．０１ｇ／ｍ2以上０．１０
ｇ／ｍ2以下が好ましい。
【００６９】
　前記カチオン性ポリウレタンエマルションの分散粒子の平均粒子径が、インク受容層の
細孔径より小さければ、前記カチオン性ポリウレタンエマルションの分散粒子のインク受
容層への浸透量が多くなってしまう。このため、１０％以上７０％未満の被覆率となるよ
うな部分皮膜を形成するためには、塗工量を多くしなければいけない。カチオン性ポリウ
レタンエマルションの分散粒子の平均粒子径がインク受容層の細孔径より大きければ、カ
チオン性ポリウレタンエマルション粒子のインク受容層への浸透量が少なくて済むので、
少ない塗工量でも前記被覆率となるように部分皮膜を形成することができる。よって、カ
チオン性ポリウレタンエマルションの平均粒子径は０．０１μｍ以上０．１０μｍ以下で
あることが好ましい。
【実施例】
【００７０】
　以下に実施例を挙げて、本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれら実施例に限定
されるものではない。なお、以下の実施例および比較例では、インクジェット記録媒体を
作製した。
【００７１】
　（実施例１）
　＜支持体＞
　下記条件にて支持体を作製した。まず、下記組成の紙料を固形分濃度が３．０質量％と
なるように水で調製した。
【００７２】
　（紙料組成）
・パルプ　　　　　　　　　　　１００．００質量部
（濾水度４５０ｍｌＣＳＦ（Ｃａｎａｄｉａｎ　Ｓｔａｎｄａｒａｄ　Ｆｒｅｅｎｅｓｓ
）の、広葉樹晒しクラフトパルプ（ＬＢＫＰ）（８０．００質量部）、
および濾水度４８０ｍｌＣＳＦの、針葉樹晒しクラフトパルプ（ＮＢＫＰ）（２０．００
質量部））。
・カチオン化澱粉　　　　　　　　　０．６０質量部。
・重質炭酸カルシウム　　　　　　１０．００質量部。
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・軽質炭酸カルシウム　　　　　　１５．００質量部。
・アルキルケテンダイマー　　　　　０．１０質量部。
・カチオン性ポリアクリルアミド　　０．０３質量部。
【００７３】
　次に、この紙料を長網抄紙機で抄造し３段のウエットプレスを行った後、多筒式ドライ
ヤーで乾燥した。この後、サイズプレス装置で、塗工量が１．０ｇ／ｍ2となるように酸
化澱粉水溶液を含浸させ、乾燥させた。この後、マシンカレンダー仕上げをして、坪量１
７０ｇ／ｍ2、ステキヒトサイズ度１００秒、透気度５０秒、ベック平滑度３０秒、ガー
レー剛度１１．０ｍＮの基紙を得た。
【００７４】
　上記基紙の上に、低密度ポリエチレン（７０質量部）と、高密度ポリエチレン（２０質
量部）と、酸化チタン（１０質量部）とからなる樹脂組成物を２５ｇ／ｍ2塗布した。更
に、その基紙の裏面に、高密度ポリエチレン（５０質量部）と、低密度ポリエチレン（５
０質量部）とからなる樹脂組成物を、２５ｇ／ｍ2塗布することにより、樹脂被覆した支
持体を得た。
【００７５】
　＜インク受容層＞
　上記支持体の上に、固形分濃度が２０質量％となるように水で調整した下記組成のイン
ク受容層用塗工液を、乾燥塗布量が３５ｇ／ｍ2となるようスライドダイで塗布した後、
乾燥機で８０℃にて乾燥して、インク受容層を１層設けた。
・アルミナ水和物の微粒子　１００．０質量部（サソール製のＤｉｓｐｅｒａｌ．ＨＰ－
１４、平均二次粒径１６０ｎｍ）。
・メタンスルホン酸　　　　１．５質量部。
・ホウ酸　　　　　　　　　２．５質量部。
・ポリビニルアルコール　　９．０質量部（クラレ製、ケン化度８８モル％、重量平均重
合度３５００）。
【００７６】
　＜部分皮膜＞
　粒子の平均粒子径が０．０３μｍのカチオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：スー
パーフレックス６２０、第一工業製薬製）を塗工液に対して固形分で０．５０質量％とな
るように添加した。更に界面活性剤（商品名：ＴＤＸ－５０、第一工業製薬製）を塗工液
に対して固形分で０．００５質量％となるように添加して、部分皮膜用塗工液としてカチ
オン性ポリウレタンエマルションを調製した。このエマルションを、部分皮膜のインク受
容層表面全面に対する塗工量（乾燥塗布量）が０．０１０ｇ／ｍ2となるよう、メイヤー
バーで上記インク受容層の表面にオーバーコートした後、乾燥機で６０℃、２０分間乾燥
して本発明の記録媒体１を作製した。なお、以降上記塗工量を部分皮膜の乾燥塗布量とす
る。
【００７７】
　（実施例２）
　部分皮膜の乾燥塗布量を０．０２０ｇ／ｍ2とした以外は、実施例１と同様の条件で記
録媒体２を作製した。
【００７８】
　（実施例３）
　部分皮膜の乾燥塗布量を０．０５０ｇ／ｍ2とした以外は、実施例１と同様の条件で記
録媒体３を作製した。
【００７９】
　（実施例４）
　部分皮膜の乾燥塗布量を０．１００ｇ／ｍ2とした以外は、実施例１と同様の条件で記
録媒体４を作製した。
【００８０】
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　（実施例５）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を、粒子の平均粒子径が０．０
１μｍであるカチオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：スーパーフレックス６５０、
第一工業製薬製）に変更した以外は、実施例２と同様の条件で記録媒体５を作製した。
【００８１】
　（実施例６）
　部分皮膜の乾燥塗布量を０．０５０ｇ／ｍ2とした以外は、実施例５と同様の条件で記
録媒体６を作製した。
【００８２】
　（実施例７）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を、粒子の平均粒子径が０．０
７μｍであるカチオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：ハイドランＣＰ７０６０、Ｄ
ＩＣ製）に変更した以外は、実施例３と同様の条件で記録媒体７を作製した。
【００８３】
　（比較例１）
　部分皮膜を設けなかった以外は、実施例１と同様にして記録媒体８を作製した。
【００８４】
　（比較例２）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を粒子の平均粒子径が０．２μ
ｍであるカチオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：ハイドランＣＰ７０４０、ＤＩＣ
製）に変更した以外は、実施例３と同様の条件で記録媒体９を作製した。
【００８５】
　（比較例３）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を粒子の平均粒子径が０．０３
μｍであるアニオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：スーパーフレックス８４０、第
一工業製薬製）に変更した以外は、実施例３と同様の条件で記録媒体１０を作製した。
【００８６】
　（比較例４）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を粒子の平均粒子径が０．０７
μｍであるＳＢＲラテックス（商品名：スマーテックスＰＡ－３２３２、日本エイアンド
エル製）に変更した以外は、実施例３と同様の条件で記録媒体１１を作製した。
【００８７】
　（比較例５）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液をポリビニルアルコール（商品
名：ＰＶＡ２３５、クラレ製）の水溶液に変更した以外は、実施例３と同様の条件で本発
明の記録媒体１２を作製した。比較例５においては、ポリビニルアルコールがインク受容
層に含浸し、皮膜（部分皮膜および完全皮膜）が形成できなかった。
【００８８】
　（比較例６）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液の添加量を０．３５質量％とし
、部分皮膜のインク受容層表面全面に対する塗工量（乾燥塗布量）を０．００７ｇ／ｍ2

とした以外は、実施例１と同様の条件で記録媒体１３を作製した。
【００８９】
　（比較例７）
　部分皮膜に用いたカチオン性ポリウレタンの水性分散液を粒子の平均粒子径が０．２μ
ｍであるカチオン性ポリウレタン水性分散液（商品名：ハイドランＣＰ７０４０、ＤＩＣ
製）に変更した以外は、実施例２と同様の条件で記録媒体１４を作製した。
【００９０】
　（記録媒体の評価）
　次に上記記録媒体に対してそれぞれ以下の評価を行った。なお、記録媒体８および１２
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は、皮膜（部分皮膜および完全皮膜）を有していないので、評価１及び２は行っていない
。評価方法について説明する。上記記録媒体それぞれの各評価方法に対する評価結果の一
覧を表１に示す。
【００９１】
　評価１　部分皮膜の被覆率
　得られた記録媒体それぞれの記録面（インク受容層（および部分皮膜）を有する面）が
部分皮膜であるか、あるいは完全皮膜であるかをまず判定した。電子顕微鏡（ＳＥＭ　日
立製Ｓ－４３００（商品名））により、３万倍の倍率で、まず全面を観察し、インク受容
層の細孔が完全に塞がれ、観察されなかった場合は、完全皮膜であり、インク受容層の細
孔が一部観察された場合は部分皮膜であると判定した。
【００９２】
　部分皮膜であると判定した場合、記録面中の任意の１０箇所以上を３万倍の倍率で観察
した。得られた画像をＡｄｏｂｅ　Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐ（商品名）でそれぞれ読み込み、
インク受容層表面の細孔、アルミナ水和物および表面を被覆しているカチオン性ポリウレ
タンエマルションを含有する皮膜はコントラストが付くように調整した。続いて、輝度ヒ
ストグラムで、表面を被覆しているカチオン性ポリウレタンエマルションを含有する皮膜
の輝度を占めた比率を求め、１０箇所以上の画像の平均値を各記録媒体の被覆率として求
めた。
【００９３】
　評価２　部分皮膜の平均長径
　得られた記録媒体それぞれの記録面（インク受容層（および部分皮膜）を有する面）を
電子顕微鏡（ＳＥＭ　日立製Ｓ－４３００（商品名））により、記録面中の任意の１００
個の皮膜について、３万倍の倍率で観察した。各記録媒体の各部分皮膜について皮膜部の
端から端までの長さを直線で最長となるように取ったものの平均値を平均長径として求め
た。
【００９４】
　評価３　表面光沢度
　上記記録媒体それぞれの記録面（インク受容層（および部分皮膜）を有する面）につい
て、光沢計（商品名：ＶＧ－２０００、日本電色工業製）を用いて、７５°光沢を測定し
、以下の評価基準に基づき評価した。
【００９５】
　・評価基準
５：８０以上、
４：７０以上８０未満、
３：６０以上７０未満、
２：５０以上６０未満、
１：５０未満。
【００９６】
　評価４　耐傷性
　得られた記録媒体それぞれの記録面をＪＩＳ－Ｌ０８４９に定めた学振型摩擦試験機Ｉ
Ｉ型（テスター産業製）を用いて、以下のようにそれぞれ耐傷性を評価した。
【００９７】
　振動台に試料片として前記記録媒体を記録面（インク受容層（および部分皮膜）の面）
側が上になるようにセットして、１００ｇの重りをのせた試験機の摩擦子にキムタオル（
商品名）を装着し、前記記録媒体と５回こすり合わせた。この後、記録媒体の記録面中の
キムタオルをこすり合わせた部分と、それ以外の部分との７５°光沢の差を測定した。
【００９８】
　・評価基準
Ａ：１０未満、
Ｂ：１０以上２０未満、
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【００９９】
　評価５　発色性
　作製した上記記録媒体それぞれの記録面にインクジェット記録装置（商品名：ｉＰ４５
００、キヤノン製）を用い、スーパーフォトペーパー、色補正なしモードにてブラックの
パッチをベタ印字した。これらの光学濃度を光学反射濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ製、商品名：
５３０分光濃度計）を用いてそれぞれ測定した。
【０１００】
　・評価基準
５：２．３５以上、
４：２．２５以上２．３５未満、
３：２．１５以上２．２５未満、
２：２．０５以上２．１５未満、
１：２．０５未満。
【０１０１】
　評価６　インク吸収性の評価
　上記記録媒体の記録面（インク受容層（および部分皮膜）を有する面）のインク吸収性
をそれぞれ評価した。印字はｉＰ４６００（商品名、キヤノン製）の印字処理方法を改造
した装置を使用した。印字パターンは、Ｇｒｅｅｎ色の６４階調のベタを使用（６．２５
％Ｄｕｔｙ刻みで６４階調、０～４００％Ｄｕｔｙ）し、キャリッジ速度が２５インチ／
秒で、往復２回のパスで印字が完了する双方向印字で検討した。なお、４００％Ｄｕｔｙ
とは、６００ｄｐｉ四方（６００ｄｐｉで１平方インチの正方形）に４４ｎｇのインクを
付与することを意味する。インク吸収性とビーディングはほぼ相関性があるため、ビーデ
ィングを評価することによって、記録媒体のインク吸収性を評価した。評価は目視で行い
、下記の評価基準に基づきランクを決定した。表１からわかるように、本発明の記録媒体
は、次世代の高速印字プリンターの印字速度であっても、十分使用可能なインク吸収性を
有する。
【０１０２】
　・評価基準
Ａ：３００％Ｄｕｔｙでビーディングが観察されない。
Ｂ：３００％Ｄｕｔｙではビーディングがやや観察されるものの、２００％Ｄｕｔｙでは
ビーディングが観察されない。
Ｃ：２００％Ｄｕｔｙでもビーディングが観察される。
【０１０３】
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